
- １ - 

（別紙２） 

 

３．助成対象事業の成果（結果） 

 

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。 

 ひなたみやざき 地域資源活性化促進事業 Ａ事業①② 

 

【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】 

 当機構では、第５期中期運営計画において、「地域経済を牽引する企業の育成」「本県の

特性や強みを生かした産業基盤づくり」「中小企業の持続的発展のための経営基盤強化」を

重点目標に掲げ、「新事業、新分野進出への支援」「県と連携した成長産業（フードビジネ

ス、医療機器関連産業、自動車産業、航空機産業、ICT産業）の振興」「中核企業の育成」

「企業の人材育成」など９つの事業戦略を定めている。 

 また、宮崎県のみやざき産業振興戦略においても、「将来にわたって地域の経済と雇用を

支える企業・産業の育成」「中小・小規模企業の振興」「成長産業の振興」を方針として掲

げている。 

 この事業の目的は、当機構の運営計画及び県の振興戦略の達成のため、県内中小企業の経

営者や従業員の経営能力や技術力等を図る「人材育成」、大学や公設試験研究機関等との産

学官連携による「新商品・新技術開発」、宮崎県産の素材をもとに開発した食品の「販路開

拓」を支援する事業を実施することで、本県中小企業の振興と産業の活性化を図ることであ

る。 

 

【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】 

 当事業では以下の４事業を実施した。 

①企業経営力アップ人材育成支援事業 

当該事業は令和元年度から県が選定する未来成長企業等を含む県内中小企業の経営者 

 や従業員が、国内の公私機関で実施される専門的な研修に参加したり、専門家を招聘して

社内研修等を行う場合、必要な経費の一部を助成する事業を実施した。 

  この事業については、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下、研修の中止や延期

が繰り返されたが、オンラインを活用した研修等へ参加するなど、コロナ禍の状況に対応

するなど利用実績は微増した。全体的には、各年度想定された予算額を下回る結果となっ

た。 

②若手技術者等育成支援事業 

  本県の成長産業を重点としたものづくり産業の発展のため、宮崎県内の中小企業の若手

技術者・研究者を主体とした、ものづくり基盤技術及びICT技術を活用した技術開発等に

ついて、必要な経費の一部を支援する事業を実施し、令和２年度から令和４年度に採択し

た２２件について助成した。 

  

③フードビジネス助成金交付事業 

宮崎県産の素材に付加価値を付ける新商品の開発や商品改良、販路開拓に取り組む事 

業者への助成を実施した。 

  令和２年度から４年度までの実績として、３５件の助成を実施し、５６品の新商品・デ 

ザインの開発・改良を行った。新商品の評価や販路開拓につながるよう、その中から宮崎

県が実施するミヤザキフードアワードに４３品の応募があり、６品が入賞となった。 

 

④食の地域資源活性化支援事業 

ＥＣによる販路開拓を促進するため、ネットショップに関する基本的な知見を向上させ

るセミナーを令和２年度に３回、令和４年度に５回シリーズで実施し、延べ１４９名が参

加した。また、令和３年度には、前年度のセミナーをアーカイブで配信し、延べ２１９回

の視聴があった。さらに、令和４年度セミナーのアーカイブは、延べ１３３回の視聴が

あった。これにより、新型コロナ感染が拡大する中での新たな販路開拓の促進に貢献する

ことができた。 
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また、商品開発・ＥＣ販路開拓に関して各事業者が抱える個別課題の解決に助言を行う

ため、３年間で１７１コマの相談を実施した。そのうち、令和２年度、３年度に参加した

事業者を対象に実施したアンケート調査（回答数１９）では、「相談結果への満足度」

で、大いに満足３２％、ある程度満足６８％、「得られた成果」として、ネットショップ

開設やモール進出につながった３２％、経営上の課題が明らかになった３７％、魅力的な

ホームページの作成に役立った２６％などの回答を得ることができた。 

 

【評価〈目標の達成度〉、数値の検証等】 

当機構の第５期中期運営計画の数値目標である、「フードビジネス支援事業所数」を令

和４年度まで毎年度３８０件、「研修等の支援事業による支援企業数」を令和４年度まで

毎年２２件実施という数値目標を助成金申請の際の事業の成果・目標としているが、この

目標を上回る事業を実施した。特に「フードビジネス支援事業所数」においては、目標値

３８０件に対して、令和２年度から４年度までそれぞれ４２６件、４２４件、４４２件と

なっており、コロナ禍で対面での支援が厳しかった中で目標を達成している。 

また若手技術者等育成支援事業では、主に若手技術者のの能力向上に向けて、技術者と

して必要な能力を「課題解決能力」「専門能力」「マネジメント能力」として設定し、主

たる若手技術者の上司等（評価者）により申請時と事業完了時に能力評価を実施した。

（別添「若手技術者等育成支援事業成果報告書」に詳細あり） 

  フードビジネス助成金交付事業においては、令和２年度から４年度までに１２件、１３

件、１０件の県内事業者の商品開発やパッケージデザインなどの商品ブラッシュアップを

助成するなど、県産素材を使用した商品開発等の基盤の整備を推進した。 

 

【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】 

  フードビジネスの推進による原料生産を行う農家への経済効果、中小企業の人材育成を

図ることで、新たな商品、技術開発、販路開拓が図られ、新たな事業が生まれるなどの波

及効果が期待できることから、継続して支援を行っていく。 

  若手技術者等育成支援事業においては、本事業に取り組んだ若手技術者主導により県内

中小企業の技術力と競争力の強化等の直接効果、若者が活躍しやすい職場環境の醸造、新

たな産業や市場の創出等の波及効果が見込まれるため、本事業で取り組んだ技術・研究内

容を「事業化（販路開拓支援、設備投資支援）」「実用化（設備投資支援）」「研究継続

（研究開発プラン策定支援及び国、県等の研究開発資金獲得支援）」に分類し、継続支援

を行う。 

またフードビジネスにおいては、食品に関して、農業算出額に比べ、食料品製造出荷額

の割合が低い当県において、中小企業者と農林漁業者等が連携し、県産素材の高付加価値

化及びその効果の波及を図る必要があり、その一環として、県産素材を活用した新商品開

発等に引き続き取り組んでいきたい。特に、ポストコロナの新しい消費者ニーズや原材料

高などに対応した商品の開発・改良に県内の食品製造業者が的確に対応できるよう、特に

コーディネーターを活用し、個別に伴走支援を進めていくこととしたい。 

 

 

 

 

注１）上記項目について詳細に記載してください。 

注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。 

注３）成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してくださ

い。 


